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１．改訂版策定の背景

喫煙は、喫煙者本人への健康に与える影響が大きいだけでなく、非喫煙者に

対しても「受動喫煙」による健康被害を与えてしまいます。そのため、受動喫

煙防止への対策を進めることが重要となってきます。

我が国では、改正前の「健康増進法」第25条（平成15年 5月施行）にお

いて、「多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者につい

て、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならな

い」と定められました。その後、国際的に見ても、平成17年にＷＨＯの「た

ばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」が発効し、平成19年第2回締約

国会議において、「たばこの煙にさらされることからの保護に関するガイドラ

イン」が採択されるなど、締結国として国民の健康を保護するための受動喫煙

防止対策を推進することが求められてきました。

そのような背景の下、受動喫煙防止の取り組みが進められ、施設や職場にお

ける受動喫煙の状況は改善傾向にありますが、依然として受動喫煙に遭遇した

非喫煙者が3割を超える１等、我が国における受動喫煙防止対策は十分とはい

えない状況にあります。

こうした中、令和２年の東京オリンピック・パラリンピックの開催も見据

え、平成30年 7月、望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用す

る施設等の類型に応じて、その利用者に対し一定の場所以外での喫煙を禁止す

るとともに、施設等の管理権原者が講ずべき措置等について定められた「健康

増進法の一部を改正する法律」（以下、「改正法」）が成立・公布されました。

伊勢市においても、生涯を健康で暮らせる健康文化都市の実現に向けて、平

成28年 3月に『第２期伊勢市健康づくり指針』を策定し、生活習慣を形成す

る領域の１つとして「たばこ」を挙げ、個人の禁煙を推進するとともに、公共

施設における受動喫煙防止対策を進めているところです。

また、平成2８年4月には『伊勢市受動喫煙防止対策ガイドライン』を策定

し、受動喫煙防止対策の目指す姿を示すことにより、市民が受動喫煙について

の問題に関心をもち、また市内公共施設が適切な受動喫煙防止対策を推進する

ことで、市民が健康で快適に過ごすことができる環境づくりに取り組んできま

した。

この度、改正法の施行に伴う見直しを行い、改訂版としてガイドラインを策

定しました。『伊勢市受動喫煙防止対策ガイドライン』の基本的な考え方は踏

襲しつつ、「望まない受動喫煙」の防止を目指します。

第１章 ガイドラインの基本的な考え方

第 1章 ガイドラインの基本的な考え方

1 厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成29年公表）
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２．伊勢市における受動喫煙防止対策の基本的な考え方

●受動喫煙防止に関す

る啓発

●公共施設における受

動喫煙防止対策の推進

●禁煙の啓発

●たばこをやめたい人

への禁煙支援

●未成年者の喫煙防止

●妊産婦への防煙・禁

煙、再喫煙防止支援

●子どもの受動喫煙防

止対策の推進

受動喫煙防止の

環境づくり
禁煙支援 未成年者・妊産婦

の健康の確保

喫煙率の減少

未成年・妊産婦の喫煙をなくす

受動喫煙を受ける機会の減少

受動喫煙防止対策の推進
～望まない受動喫煙の防止を目指して～

疾病（がん・循環器疾患・呼吸器疾患）予防

子どもの健全育成

第 1章 ガイドラインの基本的な考え方
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受動喫煙防止対策に関連する用語として、次のとおり「健康増進法の一部を

改正する法律」に定義されています。

１．「たばこ」とは

たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第2条第3号に掲げる製造たば

こであって、同号に規定する喫煙用に供されるもの及び同法第38条第2項に

規定する製造たばこ代用品（紙巻たばこ、葉巻、刻みたばこ等）。[第 28条第

1号関係]

第２章 受動喫煙防止対策に関連する用語の定義

「たばこ」に含まれる「たばこ」とは？
「加熱式たばこ」は、たばこ葉を使用した製造たば

こであり、たばこ事業法に基づいて販売されているこ

とから、「たばこ」の中に含まれます。

一方、溶液にニコチンと様々な香料を添加し、電気

的に加熱してたばこの煙に模したエアロゾルを発生さ

せ利用される「電子たばこ」（日本ではニコチンを入れ

ることは医薬品医療機器等法により規制されている）

は、たばこ事業法の対象外となっています。

厚生労働省「健康増進法の一部を改正する法律」参考資料より

第２章 受動喫煙防止対策に関連する用語の定義
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２．「喫煙」・「受動喫煙」とは

喫煙：

人が吸入するため、たばこを燃焼させ、又は加熱することにより煙を発生

させること。[第 28条第2号関係]

受動喫煙：

人が他人の喫煙によりたばこから発生した煙にさらされること。[第 28条

第3号関係]

３．施設に関する用語

施設の「屋外」と「屋内」：

「屋内」とは、外気の流入が妨げられる場所として、屋根がある場所であ

って、かつ側壁がおおむね半分以上覆われているものの内部を指し、これ

に該当しないものは「屋外」となること。

多数の者が利用する施設：

2人以上の者が同時に、又は、入れ替わり利用する施設。

第一種施設：

多数の者が利用する施設のうち、学校、病院、児童福祉施設その他の受動

喫煙により健康を損なうおそれが高い者が主として利用する施設として政

令で定めるもの並びに国及び地方公共団体の行政機関の庁舎（行政機関が

その事務を処理するために使用する施設に限る）。[第 28条第5号関係]

第二種施設：

多数の者が利用する施設のうち、第一種施設及び喫煙目的施設以外の施

設。[第 28条第6号関係]

第２章 受動喫煙防止対策に関連する用語の定義
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１．たばこの煙に含まれる有害物質

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（平成28

年８月）によると、たばこの煙には、約5,300種類以上の化学物質が含まれ

ており、ニコチンやタール、一酸化炭素等の有害物質や、約70種類の発がん

物質が含まれています。

たばこは、たばこを吸う人が吸い込む「主流煙」だけではなく、たばこの先

から立ち昇る「副流煙」や喫煙者が吐き出す「呼出煙」にも、ニコチンやター

ルをはじめ多くの有害物質が含まれており、たばこを吸わない周囲の人の健康

にも影響を及ぼします（受動喫煙）。

第３章 受動喫煙防止の必要性

一酸化炭素
血液中のヘモグロビ

ンが酸素を運ぶこと

を妨げ、全身を酸素

欠乏状態にします。

息切れ、運動能力の

低下、動脈硬化の原

因となります。

たばこの主な有害物質

ニコチン
化学物質としては毒物に指定さ

れており、麻薬と同じように強

い依存性があり、たばこをやめ

られなくします（ニコチン依存

症）。血管を収縮させ、心拍数

の増加や血圧の上昇をもたら

し、血液の流れを悪くします。

タール

たばこの煙のうち、

一酸化炭素やガス状

成分を除いた粒子状

の成分のことで、い

わゆるヤニです。発

がん物質を多く含ん

でいます。

【主流煙】

喫煙者が

吸い込む煙

【呼出煙】

喫煙者が

吐き出す煙

【副流煙】たばこから立ち昇る煙

有害物質は主流煙よりも多い！

●ニコチン ２．８倍

●タール ３．４倍

●一酸化炭素 ４．７倍

「厚生労働省の最新たばこ情報」より

第３章 受動喫煙防止の必要性
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２．喫煙による健康影響（喫煙者本人：能動喫煙）

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（平成28

年８月）によると、たばこの健康影響について、肺、口腔・咽頭、食道などの

様々ながん、脳卒中、虚血性心疾患などの循環器疾患、慢性閉塞性肺疾患（Ｃ

ＯＰＤ）等の呼吸器疾患、２型糖尿病、周産期の異常等が「科学的証拠は、因

果関係を推定するのに十分である」レベル１の疾患として判定されています。

また、能動喫煙に起因する疾病による日本人の年間死亡者数は、約13万人に

及ぶと推定されています。

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」リーフレットより

第３章 受動喫煙防止の必要性

http://www.irasutoya.com/2014/10/blog-post_838.html
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ＣＯＰＤを知っていますか？
COPD（慢性閉塞性肺疾患）は、肺の炎症性疾患で、

咳・痰・息切れを主訴として、緩徐に呼吸障害が進行し

ます。かつて肺気腫、慢性気管支炎といわれていた疾患

が含まれています。

COPDによる死亡数は増加傾向にあり、今後さらに罹

患率や死亡率の増加は続くと予測されています。COPD

の原因の第一の要因は、たばこの煙（喫煙及び受動喫煙）

であるとされており、COPDについての正しい知識の普

及や、禁煙及び受動喫煙防止対策が必要とされています。

第３章 受動喫煙防止の必要性
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３．喫煙による健康影響（周囲の人：受動喫煙）

たばこは、喫煙者本人だけでなく、受動喫煙により周囲の人にも健康への悪

影響が及びます。

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（平成28

年８月）によると、受動喫煙が大人の健康に及ぼす影響では、肺がん、虚血性

心疾患、脳卒中が、子どもの受動喫煙では、乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）

と喘息の既往がレベル１と判定されています。受動喫煙に起因する疾病による

日本人の年間死亡者数は、約15,000 人に及ぶと推定されています。

三次喫煙（サードハンドスモーク）を知っていますか？
残留たばこ成分による健康被害のことで、たばこ煙が消失した後

にも残るたばこ煙による汚染、さらにたばこ煙の残存物質が室内等

の化学物質と反応して揮発する発がん性物質による害を含みます。

すなわち、たばこ煙に含まれる物質が喫煙者の髪の毛・衣類・部屋

（車内）のカーテン・ソファ等に付着し、揮発したものが汚染源と

なり、第三者がたばこの有害物質に暴露されます。

たばこ煙から排出されるニコチンや他の有害物質のほとんどは空

気中ではなく物の表面について揮発するため、換気扇を使用したり

窓を開けて換気を行っても、三次喫煙のリスクを排除できません。

特に幼い子ども

がいる家庭では、

注意が必要です。

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」リーフレットより

厚生労働省「生活習慣病予防のための健康情報サイト」より

第３章 受動喫煙防止の必要性
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４．無煙たばこ・電子たばこ等の健康影響

無煙たばこや電子たばこ、加熱式たばこ等の新しい製品が、近年、市場に流

通するようになってきました。

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（平成28

年８月）によると、無煙たばこの健康影響に関する研究は、ほとんどが海外か

らのものであるが、日本人について国外の評価と異なる判定をする積極的な根

拠はないことから、「科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分である」レ

ベル１と判定されています。

電子たばこについては、国内ではニコチンを含む電子たばこは医薬品医療機

器等法により販売が規制されており、たばこ事業法のたばことしては扱われて

いませんが、海外においては広く普及しつつあり、ニコチン入りのたばこも個

人輸入等での入手は可能です。電子たばこの使用と疾病との関連性に関する科

学的根拠が入手できるまでには時間を要し、電子たばこへの暴露と疾病および

死亡リスクとの関連について現時点では明らかではないことから、「科学的根

拠は、因果関係の有無を推定するのに不十分である」レベル３と判定されてい

ます。しかし、電子たばこの蒸気（エアロゾル）から各種カルボニル類など発

がん物質の発生が報告されており、暴露による健康影響の可能性があると報告

されています。

また、加熱式たばこ製品と疾病との関係についても、今後の研究が待たれる

とされています。

厚生労働省「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」スライド集より

第３章 受動喫煙防止の必要性
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【参考】

世界保健機関（WHO）

「世界のたばこ流行 2019禁煙を支援するために」（令和元年７月）
たばこは本質的に毒性の高い嗜好品です。新型たばこの使用が健康に悪影響

をもたらす可能性があります。あらゆる形態のたばこ製品は有害と考えられ、

規制の対象とすべきです。

日本呼吸器学会

「加熱式タバコや電子タバコに関する日本呼吸器学会の見解と提言」

（令和元年 12月）
見解

１．加熱式タバコや電子タバコが産生するエアロゾルには有害成分が含まれて

おり、健康への影響が不明のまま販売されていることは問題である。

２．加熱式タバコの喫煙者や電子タバコの使用者の呼気には有害成分が含まれ

ており、喫煙者・使用者だけでなく、他者にも健康被害を起こす可能性が高い。

提言

１．加熱式タバコや電子タバコが紙巻タバコよりも健康リスクが低いという証

拠はなく、いかなる目的であってもその喫煙や使用は推奨されない。

２．加熱式タバコの喫煙や電子タバコの使用の際には紙巻タバコと同様な二次

暴露対策が必要である。

厚生労働省

「加熱式たばこにおける科学的知見」（平成３０年３月）
加熱式たばこの主流煙に健康影響を与える有害物質が含まれていることは明

らかであるが、販売されて間もないこともあり、現時点までに得られた科学的

知見では、加熱式たばこの受動喫煙による将来の健康影響を予測することは困

難。このため、今後も研究や調査を継続していくことが必要。

第３章 受動喫煙防止の必要性
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１．「健康増進法の一部を改正する法律」の概要

平成30年７月に「健康増進法の一部を改正する法律」（以下、「改正法」）

が公布され、望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等

の区分に応じ、当該施設等の一定の場所を除き喫煙を禁止するとともに、当該

施設等の管理について権原を有する者が講ずべき措置等について定められまし

た。

（１）国及び地方公共団体の責務等

①国及び地方公共団体は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を防止

するための措置を総合的かつ効果的に推進するよう努める。[第 25条関係]

②国、都道府県、市町村、多数の者が利用する施設等の管理権原者その他関係

者は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を防止するための措置の

総合的かつ効果的な推進を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう

努める。[第 26条関係]

③国は、受動喫煙防止に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよう努

める。[第 41条関係]

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿

「健康増進法の一部を改正する法律」の

基本的な考え方

１ 「望まない受動喫煙」をなくす

受動喫煙が他人に与える健康影響と、喫煙者が一定程度いる現状を

踏まえ、屋内において、受動喫煙にさらされることを望まない者がそ

のような状況に置かれることのないようにすることを基本に、「望まな

い受動喫煙」をなくす。

２ 受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者に特に配慮

子どもなど２０歳未満の者、患者等は受動喫煙による健康影響が大

きいことを考慮し、こうした方々が主たる利用者となる施設や、屋外

について、受動喫煙対策を一層徹底する。

３ 施設の類型・場所ごとに対策を実施

「望まない受動喫煙」をなくすという観点から、施設の類型・場所

ごとに、主たる利用者の違いや、受動喫煙が他人に与える健康影響の

程度に応じ、禁煙措置や喫煙場所の特定を行うとともに、掲示の義務

付けなどの対策を講ずる。

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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（２）多数の者が利用する施設等における喫煙の禁止等

①多数の者が利用する施設等の類型に応じ、その利用者に対して、一定の場所

以外の場所における喫煙を禁止する。[第 29条第1項並びに附則第2条第

1項及び第3条台1項関係]

②都道府県知事（保健所設置市区においては、市長又は区長。以下同じ。）

は、①に違反している者に対して、喫煙の中止等を命ずることができる。[第

29条第2項関係]

③旅館・ホテルの客室等、人の居住の用に供する場所は、①の適用除外とす

る。[第 40条関係]

④喫煙をすることができる部屋には２０歳未満の者を立ち入らせてはならない

ものとする。[第 363条第5項及び第35条第7項並びに附則第2条第1

項及び第3条第1項関係]

⑤屋外や家庭等において喫煙をする際、望まない受動喫煙を生じさせることが

ないよう周囲の状況に配慮しなければならないものとする。[第 27条第1

項関係]

（３）施設等の管理権原者の責務等

①施設等の管理権原者は、喫煙が禁止された場所に喫煙器具・設備（灰皿等）

を設置してはならないものとする。[第 30条第1項関係]

②都道府県知事は、施設等の管理権原者が①に違反しているとき等は、勧告、

命令等を行うことができる。[第 32条関係]

厚生労働省「健康増進法の一部を改正する法律」参考資料より

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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２．ガイドラインにおける受動喫煙防止対策の種類

多数の者が利用する公共的な空間については、受動喫煙を防止するには原則

として全面禁煙であるべきですが、望まない受動喫煙の防止を図るため、改正

法に基づき、施設等の区分に応じた受動喫煙対策を進めることが必要です。

このガイドラインでは、受動喫煙防止対策の種類を次のように分類します。

＊１「特定屋外喫煙場所」とは

第一種施設の屋外の場所の一部の場所のうち、当該第一種施設の管理権原者

によって区画され、厚生労働省令で定めるところにより、喫煙をすることがで

きる場所である旨を記載した標識の掲示その他厚生労働省令で定める受動喫煙

を防止するために必要な措置がとられた場所。[改正法第28条第13号関係]

＊２「喫煙専用室」とは

第二種施設の屋内又は内部の場所の一部であって、構造及び設備がその室外

の場所へのたばこの煙の流出を防止するための基準として厚生労働省令で定め

る技術的基準に適合した室の場所を専ら喫煙することができる場所として定め

ることができる。[改正法第33条第1項関係]

種類 内容 効果

敷地内完全禁煙 屋外も含め敷地内全体で喫煙を禁止。 高

低

敷地内禁煙
原則敷地内で喫煙を禁止。

特定屋外喫煙場所＊１の設置は可能。

建物内（屋内）

禁煙

原則屋内で喫煙を禁止、屋外に喫煙場所

を設置。

屋内で喫煙を認める場合は喫煙専用室＊２

の設置が必要。

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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敷地内

建物内
敷地内完全禁煙

敷地内禁煙

建物内（屋内）禁煙

敷地内

建物内

喫
煙
場
所

敷地内

建物内

特定屋外喫煙場所
・喫煙場所を区画する

・喫煙場所である旨を記

載した標識の掲示

・施設利用者が通常立ち

入らない場所に設置

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿

吸い殻入れ

建物内

喫煙は「喫煙専用室」で

（20 歳未満立ち入り禁止）

喫煙専用室

【喫煙専用室のたばこの煙流出防止技術的基準】

①出入り口において、屋外から室内に流入する空

気の気流が0.2ｍ毎秒異常であること。

②たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、

壁・天井等によって区画されていること。

③たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気され

ていること。

敷地内

施設出入口に標識掲示

喫煙は「喫煙専用室」で

（20 歳未満立ち入り禁止）

喫煙専用室出入口に標識掲示

吸い殻入れ

建物内に喫煙専用室を設置する場合
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３．公共施設における受動喫煙防止対策の目指す姿

「改正法」による措置を踏まえ、これまでのガイドラインによって目指して

きた姿を継承しつつ、さらに市民・市・施設管理者等が一体となって受動喫煙

防止の取り組みを進めていくものとします。

＊１行政機関がその事務を処理するために使用する施設：市庁舎、地方公共団体に設置が義務

付けられている施設や、これと類似の業務を行う施設又は業務を分掌されている施設であ

って、国や地方公共団体のみが設置することができる施設も該当。

＊２建物内（屋内）で喫煙を認める場合は、喫煙専用室の設置が必要。設置した場合は、室及

び施設の出入口に喫煙専用室であること、20歳未満の立ち入りが禁止されている旨を記

載した標識を掲示すること。

【喫煙専用室のたばこの煙流出防止技術的基準】

①出入り口において、屋外から室内に流入する空気の気流が0.2ｍ毎秒以上であるこ

と。

②たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、壁・天井等によって区画されているこ

と。

③たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気されていること。

＊３個人の自宅やホテル等の客室等、人の居住の用に供する場所は適用外。

喫煙専用室、指定たばこ専用喫煙室または喫煙目的室設置可。令和２年４月１日に現存す

る飲食店であり、かつ客席面積100ｍ２以下で個人または中小企業（資本金５千万以下）

が営むものについては、当分の間、喫煙可能室設置可。

分類 具体的な施設
ガイドライン 改正法

目指す姿 施設区分 施設 対策

施

設

子どもや妊

産婦、有病

者などが多

く利用する

施設

学校（小・中学

校）

児童福祉施設

敷地内完全禁煙 第一種施設 多数の者が

利用する施

設のうち、

学校・児童

福祉施設

病院・診療

所

行政機関の

庁舎＊1

敷地内禁煙

（特定屋外

喫煙場所設

置可）病院 敷地内完全禁煙

または敷地内禁

煙市が設置し

管理する施

設

行政機関の庁舎
＊1：市役所本庁

舎、総合支所、

支所、消防署

上記以外の施

設：図書館、体

育館、生涯学習

センター、公民

館等

原則建物内（屋

内）禁煙＊２

第二種施設 多数の者が

利用する施

設のうち、

第一種施設

及び喫煙目

的施設以外

の施設

原則屋内禁

煙＊３

上記以外の

多数の者が

利用する施

設

事務所、工場、

飲食店、商店、

金融機関、駅、

娯楽施設、宿泊

施設等

－

屋

外

等

多数の者の

利用が想定

される公共

的な空間、

家庭

公園、道路等

家庭

受動喫煙防止の

ための配慮が必

要 － －

受動喫煙防

止のための

配慮が必要

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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４．公共施設における受動喫煙防止対策の具体的方法

望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等の区分に応

じた対策をとる必要があります。

（１）第一種施設：敷地内完全禁煙または敷地内禁煙

【敷地内完全禁煙】

屋外も含め敷地内全体で喫煙を禁止。

●敷地内全面禁煙であることを示した標識等を掲示し、周知を図る。

●施設利用者等にも理解と協力を求める等の対応をとる。

【敷地内禁煙】

原則敷地内禁煙で喫煙を禁止。

特定屋外喫煙場所の設置は可能。

●原則敷地内禁煙であること、建物内禁煙であること、特定屋外喫煙場所

には喫煙場所であること、喫煙場所の案内を示した標識等を掲示し、周

知を図る。

●施設利用者等にも理解と協力を求める等の対応をとる。

●特定屋外喫煙場所に必要な措置を守る。

・喫煙場所を区画する。

パーテーション等による区画が考えられる。

喫煙場所と非喫煙場所を明確に区別する。

・喫煙場所である旨を記載した標識の掲示。

・施設利用者が通常立ち入らない場所に設置。

屋上、ベランダ等が考えられる。

周囲の施設に隣接するような場所や吸気口の側は避ける。

通常立ち入らない場所がない場合は特定屋外喫煙場所を設置でき

ない。

（２）第二種施設：原則建物内（屋内）禁煙

【建物内（屋内）禁煙】

原則建物内で喫煙を禁止、屋外に喫煙場所を設置。

建物内で喫煙を認める場合は喫煙専用室の設置が必要。

●建物内禁煙であること、喫煙場所には喫煙場所（喫煙専用室には喫煙専

用室）であること、喫煙場所の案内を示した標識等を掲示し、周知を図

る。

●施設利用者等にも理解と協力を求める等の対応をとる。

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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●屋外喫煙場所設置の注意点を守る。

・建物の出入り口や窓、人の往来が多い区域（例：通路や非喫煙者も使

う休憩場所）から可能な限り離して設置する。

・比較的風向きが安定している場所があれば、当該場所のうち直近の建

物出入り口等から見て風下側へ設置する。

・通気が悪い場所に設置する場合には、たばこ煙の滞留に注意する。

・建物の軒下や壁際に設置する場合には、屋根や壁をつたって建物内に

たばこ煙が流入する可能性を十分に考慮するとともに、建物出入口

等の付近に設置する場合には、たばこ煙の建物出入口等から建物内

への流入に注意する。

●喫煙専用室を設置する場合には、必要な措置を守る。

・喫煙専用室に喫煙専用の部屋であること、20歳未満の者の立ち入り

が禁止されている旨、施設出入口の見やすい箇所に喫煙専用室があ

ることを記載した標識を掲示しなければならない。

・喫煙専用室のたばこの煙流出防止技術的基準を守る。

①出入り口において、屋外から室内に流入する空気の気流が0.2ｍ

毎秒異常であること。

②たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、壁・天井等によっ

て区画されていること。

③たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気されていること。

複合施設の場合の取り扱いは？

施設内すべてに第一種施設の規制を適用します。

第一種施設と第一種施設以外の施設が併存し、各

施設の機能や利用者が明確に異なる場合や、各施設

が明確に区分されている場合には、それぞれが独立

した別の施設として、規制を適用します。

施設全体は第二種施設に分類します。施設内に第

一種施設が存在する場合は、その場所に限り、第一

種施設の規制を適用します。

第一種施設内に第一種施設外の施設がある

一つの施設内に複数の施設類型が混在している

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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標識の掲示
改正法において、特定屋外喫煙場所や喫煙専用室を設

置する場合は、標識が義務付けられています。それ以外

の施設や場所においても、標識や案内等を掲示し、施設

利用者に対しに周知を図り、理解と協力を求めましょ

う。

受動喫煙防止ステッカーを作成し配布しています。伊

勢市ホームページにも掲載していますので、ご利用くだ

さい。

伊勢市市ホームページ：

よく利用される情報「健康」－「健康づくり」－「たばこと健康」

①敷地内禁煙 ②建物内禁煙

（喫煙場所あり）

③建物内禁煙

（喫煙場所なし）

④完全分煙 ⑤喫煙場所

受動喫煙防止ステッカー

検索

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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空気清浄機の使用には注意が必要です
空気清浄装置は、たばこ煙の粒子成分を効率よく除去

しますが、ガス状成分は完全には除去できません。この

ため、屋外排気装置を設置せず、空気清浄装置の設置の

みで受動喫煙防止対策を実施することは、可能な限り避

けることが望ましいとされています。

「労働安全衛生法の一部を改正する法律に基づく職場の受

動喫煙防止対策の実施について（平成27年５月）」より

第４章 受動喫煙防止対策の目指す姿
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１．第2期伊勢市健康づくり指針における取り組み

市では、平成28年 3月に策定した「第2期伊勢市健康づくり指針」におい

て、基本理念を『楽しく生活する中でも「長続きする」健康づくりを実践し、健

康寿命の延伸を目指します』とし、生活習慣を形成する領域別の取り組みと、世

代別の取り組みを進めています。

「たばこ」領域においては以下の取り組みとし、その中で受動喫煙防止対策に

ついては、受動喫煙のリスクについて正しい知識の普及に努め、受動喫煙防止ガ

イドラインを作成し、公共の場での禁煙推進と分煙の徹底化を推進する、として

います。

第２期伊勢市健康づくり指針（平成 28 年 3 月策定）たばこ領域抜粋

【具体的な取り組み】

【指標】

地域の協力 個人の努力 行政の支援

◯職場での禁煙推進と分煙の

徹底化を推進する

◯小・中学校における禁煙教

育

◯妊婦や子ども、非喫煙者の

前では吸わない

◯決められた場所・時間以外

は吸わない

◯喫煙以外のストレス解消法

をみつける

◯禁煙、減煙する

◯公共施設の受動喫煙防止ガイ

ドラインを作成し推進する

◯公共の場の禁煙を推進し、分

煙を徹底する

◯禁煙、分煙、防煙について啓発

する

◯禁煙支援（たばこ相談、情報提

供等）を行う

◯学校において喫煙が健康に及

ぼす影響について教育を行う

◯COPDなど喫煙が健康に及ぼ

す影響について啓発する

成果目標
現状値

（平成 26 年度）

目標値

（平成 37 年度）

喫煙習慣のある人の減少 12.2％ 10.2％

公共の場における分煙実施施設の増加 参考値
（県：78.2％） 100％

第５章 受動喫煙防止対策の推進

テーマ ：マナーを守ってきれいな空気
行動指針：たばこを吸わないようにしよう

周囲に煙を吸わせないようにしよう

第５章 受動喫煙防止対策の推進
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２．それぞれの役割

受動喫煙防止対策を進めるには、施設管理者や市等がそれぞれの役割を主体

的、積極的に果たし、一体となって取り組むことが大切です。

（１）施設管理者の役割

「健康増進法の一部を改正する法律」において、施設の管理者及び管理

権原者（施設の受動喫煙対策の方針の判断・決定を行う立場にある者）に

は、次の責務が課せられています。

①喫煙場所を定めるときは、望まない受動喫煙を生じさせることがない場

所とするよう配慮しなければならない。[第 27条第1項関係]

②喫煙禁止場所に喫煙器具・設備等を設置してはならない。[第 30条 1

項関係]

③第二種施設において喫煙専用室を設置する場合は、当該場所及び施設の

出入口の見やすい箇所に、当該場所が専ら喫煙することができる場所で

ある旨、当該場所への20歳未満立ち入り禁止されている旨等を記載し

た標識及び喫煙専用室が設置されている旨等を記載した標識を掲示しな

ければならない。[第 33条第1項から第3項関係]

④喫煙禁止場所における喫煙者に対し、喫煙の中止又は退出を求めるよう

努めなければならない。[第 30条関係]

その他、受動喫煙を防止するため、次のようなことに気をつける必要が

あります。

●施設における望まない受動喫煙の防止に努めます。

●市民や施設利用者に、施設における受動喫煙防止対策の周知・啓発に努

め、協力を求めます。

●たばこを吸わない人への配慮や喫煙マナーを呼びかけます。

（２）市の役割

受動喫煙防止の環境づくり

●喫煙や受動喫煙による健康影響などに関する啓発を行います。

●本ガイドラインに基づき、公共施設における受動喫煙防止対策を推進し

ます。

たばこをやめたい人への禁煙支援

●禁煙の啓発を行います。

●がん検診や保健指導、健康教育、健康相談の機会を捉え、

第５章 受動喫煙防止対策の推進
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たばこをやめたい人には、禁煙の方法や禁煙治療実施医療機関の紹介な

ど禁煙支援を行います。

未成年者・妊産婦の喫煙防止

●健康影響を受けやすい未成年者を守り、将来の喫煙者を減らすため、喫

煙や受動喫煙による健康影響などに関する啓発を行い、受動喫煙や喫煙

開始の防止を図ります。

●母子手帳交付時や新生児訪問、乳幼児健康診査、子育て相談等の母子保

健事業の機会を捉え、妊産婦への禁煙指導や再喫煙防止、家族への啓発

や禁煙支援などにより、家庭での受動喫煙防止対策を勧めます。

（３）社会全体で取り組むこと

●喫煙や受動喫煙が健康に及ぼす影響について認識を深めます。

●喫煙者は、たばこを吸わない人に配慮し、喫煙マナーを守ります。

・子どもや妊産婦、有病者のそばでは喫煙しません。

・子どもの手の届くところには、たばこを置きません。

・多くの人が利用する公共的な空間では、周囲に人がいるところでの喫

煙は避け、決まった喫煙場所で喫煙します。

・喫煙直後は人との会話を避けるようにします。

・歩きながらの喫煙をしません。

・吸殻のポイ捨てをしません。

●たばこをやめたい人は、禁煙に挑戦します。

●禁煙に挑戦している人を支えます。

●禁煙の施設や禁煙席の利用を心がけます。

●喫煙マナーや禁煙を呼びかけます。

●多くの人が集まり利用する地域の場所（公民館等）での、受動喫煙防止

対策に協力します。

受動喫煙防止対策を推進し

ていくためには、社会全体で

取り組むことが必要です。

それぞれの役割を認識し、

みんなで取り組みましょう。

第５章 受動喫煙防止対策の推進
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未成年者への駅での街頭啓発

ショッピングセンターでの啓発パネル等の展示

未成年者向け作成啓発リーフレット

中学生の「たばこと健康に関するポスター」 入賞作品の展示

第５章 受動喫煙防止対策の推進
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１．国際的な動向

平成１７年２月に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」で

は、締約国に対して、受動喫煙防止対策の積極的な推進を求めている。

第８条 たばこの煙にさらされることからの保護

１ 締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こす

ことが科学的証拠により明白に証明されていることを認識する。

２ 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合に

は他の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果

的な立法上、執行上、行政上又は他の措置を国内法によって決定された既存の国の

権限の範囲内で採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置の

採択及び実施を積極的に促進する。

たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（FCTC）

平成１９年７月にバンコクで開催された第２回締約国会合において、「たばこの煙にさ

らされることからの保護に関するガイドライン」が採択され、締約国には、より一層、受動

喫煙防止対策を進めることが求められている。

（ガイドラインの主な内容）

・１００％禁煙以外の措置（換気の実施、喫煙区域の設定）は、不完全であることを認

識すべきである。

・すべての屋内の職場、屋内の公共の場及び公共交通機関は禁煙とすべきである。

・たばこの煙にさらされることから保護するための立法措置は、責任及び罰則を盛り

込むべきである。

第２回締約国会合

参考資料

参考資料
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２．国内の動向

現在、分煙を実施する施設が増えているが、その形態は、様々である。

本検討会では、分煙効果の評価方法や今後の分煙のあり方等について検討を行い、新しい

分煙効果判定基準（別紙）を取りまとめた。

分煙効果をより高め、かつその効果を評価するためのまとめと今後の課題は以下の通りであ

る。

(別紙）

新しい分煙効果判定の基準

屋内における有効な分煙条件

１）屋内に設置された現有の空気清浄機は、環境たばこ煙中の粒子状物質の除去については

有効な機器があるが、ガス状成分の除去については不十分であるため、その使用にあたっ

ては、喫煙場所の換気に特段の配慮が必要である。

２）受動喫煙防止の観点からは、屋内に設置された喫煙場所の空気は屋外に排気する方法を

推進することが最も有効である。

３）受動喫煙防止及びきれいな空気環境を保持する観点から、環境たばこ煙成分をすべて処

理できる空気清浄機の機能強化が求められるが、現在においてたばこ煙成分すべてを処

理できるものはないのが現状であり、より有効なガス状物質を除去できる適切な機器の

開発が今後の課題である。

４）環境たばこ煙の適切な指標となるガス状成分の除去率を定量できる手法を確立する必要

がある。

１）排気装置（屋外へ強制排気）による場合

判定場所そ

の１

喫煙所と非

喫煙所との

境界

判定場所そ

の２

喫煙所

２）空気清浄機による場合

判定場所そ

の１

喫煙所と非

喫煙所との

境界

判定場所そ

の２

喫煙所

(1)デジタル粉じん計を用いて、経時的に浮遊粉じんの濃度の変化を測

定し漏れ状態を確認する（非喫煙場所の粉じん濃度が喫煙によって

増加しないこと）

(2)非喫煙場所から喫煙場所方向に一定の空気の流れ（0.2m/s 以上）

(1)デジタル粉じん計を用いて時間平均浮遊粉じん濃度が0.15mg/m3以

下

(2)検知管を用いて測定した一酸化炭素濃度が 10ppm 以下

(1)デジタル粉じん計を用いて、経時的に浮遊粉じんの濃度の変化を測

定し漏れ状態を確認する（非喫煙場所の粉じん濃度が喫煙によって

増加しないこと）

(2)非喫煙場所から喫煙場所方向に一定の空気の流れ（0.2m/s 以上）

(3)ガス状成分について適切な方法で濃度を測定し、喫煙所からの漏れ

状態を確認する（現在、その手法は確立されていない）

(1)デジタル粉じん計を用いて時間平均浮遊粉じん濃度が0.15mg/m3以

下

(2)検知管を用いて測定した一酸化炭素濃度が 10ppm 以下

(3)ガス状成分について適切な方法で濃度を測定し、その値がある一定

以下であること（現在、その手法は確立していない）

分煙効果判定基準策定検討会報告書概要（平成 14 年 6 月）

参考資料

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/06/h0607-3.html#betu
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I はじめに

我が国の受動喫煙防止対策は、平成１２年に策定された「２１世紀における国民健康づくり

運動（健康日本２１）」において「たばこ」に関する目標の一つとして「公共の場及び職場に

おける分煙の徹底及び効果の高い分煙に関する知識の普及」を掲げ取り組んでいるほか、平成

１５年から施行されている健康増進法第２５条に基づき、取組を推進してきたところである。

平成１７年２月には、「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」（以下「条約」とい

う。）が発効し、平成１９年６月から７月にかけて開催された第２回締約国会議において、「た

ばこの煙にさらされることからの保護に関するガイドライン」がコンセンサスをもって採択さ

れた。我が国も条約の締約国として、たばこ対策の一層の推進が求められている。

また、これらを受けて、公共の場や職場においても禁煙区域を設ける動きがみられてきた。

こうした背景のもと、我が国の受動喫煙防止対策について、改めて現状を把握し、基本的考

え方を整理するとともに、今後の対策の方向性を示すため、受動喫煙防止対策のあり方に関す

る検討会を開催し、平成２０年３月２６日より６回にわたり議論し、意見聴取を踏まえた検討

を経て、報告書をまとめるに至った。

II 現況認識と基本的考え方

１．現況認識

（１）受動喫煙が死亡、疾病及び障害を引き起こすことは科学的に明らかであり、国際機関

や米英をはじめとする諸外国における公的な総括報告において、以下が報告されている。

①受動喫煙は、ヒトに対して発がん性がある化学物質や有害大気汚染物質への曝露であ

る。１）

②受動喫煙の煙中には、ニコチンや一酸化炭素など様々な有害化学物質が含まれており、

特にヒトへの発がん性がある化学物質であるベンゾピレン、ニトロソアミン等も含まれ

ている。１）

③受動喫煙は、乳幼児突然死症候群、子どもの呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器

疾患の原因となる。特に親の喫煙によって、子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸

機能の発達に悪影響が及ぶ。１）

④受動喫煙によって、血管内皮細胞の障害や血栓形成促進の作用が認められ、冠状動脈疾

患の原因となる。１）

⑤受動喫煙によって、急性の循環器への悪影響がある。１）

また、受動喫煙を防止するため公共的な空間での喫煙を規制した国や地域から、規制後

急性心筋梗塞等の重篤な心疾患の発生が減少したとの報告が相次いでなされている。２）

３）

第２５条 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施設、飲食

店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者について、受動喫煙（室

内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされることをいう。）を防止するために必

要な措置を講ずるように努めなければならない。

健康増進法施行（平成 15 年 5 月）

受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会 報告書（平成 21 年 3 月）

参考資料
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（２）我が国の現在の成人喫煙率は男女合わせて２４．１％４）であり、非喫煙者は未成年

者を含む全人口の４分の３を超えているが、受動喫煙の被害は喫煙者が少なくなれば

軽減されるというものではない。たとえ喫煙者が一人であっても、その一人のたばこ

の煙に多くの非喫煙者が曝露されることがある。

また、家庭に子どもや妊産婦のいる割合が高い２０代・３０代の喫煙率は、その他

の年代と比べて高く、２０代では男性４７．５％、女性１６．７％、３０代では男性

５５．６％、女性１７．２％となっている４）。少量のたばこの煙への曝露であっても

影響が大きい子どもや妊婦などが、たばこの煙に曝露されることを防止することが重

要で喫緊の課題となっている。

（３）こうした中、我が国では、日本学術会議からの脱たばこ社会の実現に向けた提言
５）、神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の制定に向けた取組、成人識別機

能付自動販売機の導入（平成２０年７月より全国稼働）、ＪＲやタクシーなど公共交

通機関における受動喫煙防止対策の取組の前進など、たばこをめぐる環境が変化しつ

つあり、たばこ対策について国民の関心も高まってきている。

（４）国際的には、平成１７年２月に、たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及

び経済に及ぼす破壊的な影響から現在及び将来の世代を保護することを目的として、

条約が発効され、第８条において、「たばこの煙にさらされることからの保護」とし

て、受動喫煙防止に関する下記条項が明記されている。

１ 締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすこと

が科学的証拠により明白に証明されていることを認識する。

２ 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合には

他の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的

な立法上、執行上、行政上又は他の措置を国内法によって決定された既存の国の

権限の範囲内で採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置の

採択及び実施を積極的に促進する。

また、平成１９年６月から７月にかけて開催された第２回締約国会議において「た

ばこの煙にさらされることからの保護に関するガイドライン」が策定されたことや各

国の状況等の国際的な潮流も踏まえ、条約締約国である我が国においても受動喫煙防

止対策を一層推進し、実効性の向上を図る必要がある。

２．基本的考え方

（１）受動喫煙防止対策の推進に当たって、受動喫煙を含むたばこの健康への悪影響についてエ

ビデンスに基づく正しい情報を発信し、一人ひとりがたばこの健康への悪影響について理解を

深めるとともに、ニーズに合わせた効果的な普及啓発を一層推進することにより、受動喫煙防

止対策があまねく国民から求められる気運を高めていくことが重要である。

また、喫煙者の喫煙の自由や権利が主張されることがあるが、喫煙者は自分の呼出

煙、副流煙が周囲の者を曝露していることを認識する必要があるとともに、喫煙者の

周囲の者が意図せずしてたばこの煙に曝露されることから保護されるべきであるこ

と、受動喫煙というたばこの害やリスク（他者危害）から守られるべきであることを

認識する必要がある。

（２）今後の受動喫煙防止対策は、基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な

空間については、原則として全面禁煙であるべきである。特に、子どもが利用する学

校や医療機関などの施設をはじめ、屋外であっても、公園、遊園地や通学路などの空

間においては、子どもたちへの受動喫煙の被害を防止する措置を講ずることが求めら

れる。そのためには、国や地方公共団体はもちろんのこと、様々な分野の者や団体が

取組に参画し、努力する必要がある。

参考資料
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（３）一方で、我が国の飲食店や旅館等は、中小規模の事業所が多数を占めている中で、

昨今の世界的な社会経済状態の影響等も相まって、飲食店経営者や事業者等にとっ

て、自発的な受動喫煙防止措置と営業とを両立させることが困難な場合があるとの意

見がある。このような意見も考慮した上で、受動喫煙防止対策の基本的な方向性を踏

まえつつ、対策を推進するためには、社会情勢の変化に応じて暫定的に喫煙可能区域

を確保することもとり得る方策の一つである。

III 今後推進すべき受動喫煙防止対策について

（施設・区域において推進すべき受動喫煙防止対策）

（１） 国及び地方公共団体は、多数の者が利用する施設・区域のうち、全面禁煙とする

べき施設・区域を示すことが必要である。例えば、その施設を利用することが不可避

である、医療機関、保健センター等の住民の健康維持・増進を目的に利用される施

設、官公庁、公共交通機関等が考えられる。

（２） 国は、多数の者が利用する施設における受動喫煙防止対策の取組について、進捗

状況や実態を把握する必要がある。

（３） 施設管理者及び事業者は、多数の者が利用する施設の規模・構造、利用状況等に

より、全面禁煙が困難である場合においても、「分煙効果判定基準策定検討会報告

書」６）等を参考に、適切な受動喫煙防止措置を講ずるよう努める必要がある。ま

た、将来的には全面禁煙を目指すよう努める必要がある。

（４）中小規模の事業所が多数を占める飲食店や旅館等では、自発的な受動喫煙防止措置

と営業を両立させることが困難な場合があることに加え、利用者に公共的な空間とい

う意識が薄いため、受動喫煙防止対策の実効性が確保し難い状況にある。しかしなが

ら、このような状況にあっても、受動喫煙をできる限り避けたいという利用者が増え

てきていることを十分考慮し、喫煙席と禁煙席の割合の表示や、喫煙場所をわかりや

すく表示する等の適切な受動喫煙防止措置を講ずることにより、意図せずしてたばこ

の煙に曝露されることから人々を保護する必要がある。

また、国民は、受動喫煙の健康への悪影響等について十分理解し、施設内での受

動喫煙防止対策や表示等を十分意識する必要がある。国及び地方公共団体等は、わ

かりやすい情報提供がなされるよう環境整備に努める必要がある。

（５）喫煙可能区域を確保した場合においては、喫煙可能区域に未成年者や妊婦が立ち入

ることがないようにする措置を講ずる必要がある。例えば、その場が喫煙可能区域で

あり、たばこの煙への曝露があり得ることを注意喚起するポスター等を掲示する等の

措置が考えられる。

また、このような場合においては、従業員についてみれば、長時間かつ長期間に

わたりたばこの煙に曝露されることもあるため、従業員を健康被害から守るための

対応について検討を深める必要がある。

（エビデンスに基づく正しい情報の発信）

（６）国内での受動喫煙防止対策に有用な、下記のような調査・研究を進める必要があ

る。

① 我が国の特殊性を考慮しながら、室内空間の変化に対応した受動喫煙による曝露

状況の調査やバイオマーカー（注１）を用いた受動喫煙によるたばこの煙への曝露

を評価・把握するための研究

② 受動喫煙曝露による生体への影響の詳細について諸外国との比較研究調査や規制

によるサービス産業への経済影響に関する調査研究、これまでの研究結果を利用し

たメタアナリシス（注２）等

③ 調査・研究によって得られたエビデンスや結果を有効に発信するための仕組みに

関する研究
（注１）バイオマーカー：血液や尿に含まれる生体由来の物質で、体内の生物学的変化をとらえる

ための指標となるもの

（注２）メタアナリシス：過去に行われた複数の研究成果を集積・統合し解析する研究手法。これ

により、研究成果の信頼性の向上を図ることができる
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（７） 国・地方公共団体は、これらの研究成果を活用し、受動喫煙の実態や健康への悪影響、

諸外国の取組状況等について情報提供を進めることが必要である。

（８） このほか、受動喫煙防止対策の推進に当たり、ニコチン代替製剤や内服薬等の禁煙補

助薬等、禁煙希望者が安くかつ楽に禁煙する方法等の禁煙を促す情報等についても発信す

る必要がある。特に薬局にて禁煙補助薬が入手可能になったことを広く周知する必要があ

る。また、「残留たばこ成分」等の新しい概念や煙の出ないいわゆる「無煙たばこ」等の新し

いたばこ関連製品に関する健康影響についての情報提供も重要である。

（普及啓発の促進）

（９） たばこの健康への悪影響について普及啓発し、禁煙を促す方法等について、健康教育の

一環として、地域、職域、学校、家庭等において、関係者の対話と連携のもとで一層推進す

る必要がある。特に健康被害を受けやすい乳幼児の家庭内受動喫煙防止のために、妊婦

健診や両親教室など様々な機会を捉えて、禁煙とその継続を図るよう啓発することが重要で

ある。

（１０）また、保健医療従事者は、専門領域や本人の喫煙状況等にかかわらず、たばこの健康

への悪影響について正確な知識を得て、健康教育、特に禁煙教育や喫煙防止教育にこれま

で以上に積極的に携わっていく責務があることを自覚する必要がある。

IV 今後の課題

今後検討を行っていく必要のある課題として、以下の事項が考えられる。

（１） 受動喫煙については、子どもや妊産婦など特に保護されるべき立場の者への悪影響が

問題となっている。屋外であっても、子どもや多数の者の利用が想定される公共的な空間

（例えば、公園、通学路等）での受動喫煙防止対策は重要である。しかしながら、路上喫煙禁

止等の措置によって喫煙者が公園において喫煙するという状況がみられる。受動喫煙防止

対策の基本的な方向性を踏まえつつ、対策を推進するために、暫定的に喫煙可能区域を確

保する場合には、子どもに被害が及ばないところとする等の措置も検討する必要がある。

（２） 職場によっては従業員本人の自由意思が表明しにくい可能性もあることも踏まえ、職場

において可能な受動喫煙防止対策について検討していく必要がある。

（３） たばこ価格・たばこ税の引上げによって喫煙率の低下を図ることは重要であり、その実現

に向けて引き続き努力する必要がある。

（４） 国、地方公共団体等の行政機関の協働・連携を図るなど、受動喫煙防止対策を実効性を

持って持続的に推進するための努力を更に継続していく必要がある。

また、諸外国におけるクイットライン（電話による禁煙相談）のように手軽に活用できる禁

煙支援のための方策・連携体制の構築等について検討する必要がある。

（５） 受動喫煙の健康への悪影響について、国民や関係者が十分理解し、自ら問題意識をもっ

て、共同体の一員として問題解決に臨む必要がある。受動喫煙防止対策を実効性をもって

持続的に推進するためには、社会全体として受動喫煙防止対策に取り組むという気運を従

来にも増して醸成することが重要であり、そのための効果的な方策を探るとともに速やかに

行動に移す必要がある。

V おわりに

健康日本２１や健康増進法、条約に基づき、今後とも受動喫煙防止対策を含めたたばこ対策を

推進し、国民の健康増進を図る必要がある。受動喫煙防止対策は、その進捗状況及び実態を踏

まえるとともに、諸外国の状況や経験を参考にしながら、更なる対策の進展に向け、関係者の参画

のもとで系統的な取組を行い、評価する必要がある。

１）The Health Consequences of Involuntary Exposure to Tobacco Smoke “A Report of

Surgeon General 2006

２）Glantz SA. Meta-analysis of the effects of smokefree laws on acute myocardial infarction:

An update. Preventive Medicine. 2008;47;452-53
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健発０２２５第２号

平成２２年２月２５日

都道府県知事

各 保健所設置市長 殿

特別区長

厚生労働省健康局長

受動喫煙防止対策について

健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。）第２５条に規定された受

動喫煙の防止については、「受動喫煙防止対策について」（平成１５年４月３０日付け健発第

０４３０００３号厚生労働省健康局長通知。以下「旧通知」という。）において、その必要な

措置の具体的な内容及び留意点を示しているところである。

その後、平成１７年２月に「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」が発効し、平

成１９年６月から７月にかけて開催された第２回締約国会議において、「たばこの煙にさら

されることからの保護に関するガイドライン」が採択されるなど、受動喫煙を取り巻く環境

は変化してきている。

このような状況を受け、平成２１年３月に「受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報

告書」（別添）が取りまとめられたことを踏まえ、今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性

等について下記のとおりとするので、御了知の上、関係方面への周知及び円滑な運用に御配

慮をお願いしたい。

また、職場における受動喫煙防止対策は、厚生労働省労働基準局安全衛生部において、「職

場における受動喫煙防止対策に関する検討会」において、今後の方向性についての議論をし

ているところであり、併せてご了知いただきたい。

なお、旧通知は、本日をもって廃止する。

「受動喫煙防止対策について」（平成 22年 2月 25日 健発０２２５第２号）

３）Pell JP et al. Smoke-free legislation and hospitalizations for acute coronary syndrome. N

Engl J Med 2008;359:482-91

４）平成２０年１２月２５日「平成１９年国民健康・栄養調査概要」：厚生労働省

５）平成２０年３月４日「脱タバコ社会の実現に向けて」：日本学術会議

６）平成１４年６月分煙効果判定基準策定検討会報告書：厚生労働省
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記

１ 法第２５条の規定の制定の趣旨

法第２５条の規定において「学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、

事務所、官公庁施設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用

する者について、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならな

い」こととした。また、本条において受動喫煙とは「室内又はこれに準ずる環境において、他

人のたばこの煙を吸わされること」と定義した。

受動喫煙による健康への悪影響については、科学的に明らかとなっている。
注）

本条は、受動喫煙による健康への悪影響を排除するために、多数の者が利用する施設を管

理する者に対し、受動喫煙を防止する措置をとる努力義務を課すこととし、これにより、国民

の健康増進の観点からの受動喫煙防止の取組を積極的に推進することとしたものである。

注）受動喫煙による健康への悪影響については、流涙、鼻閉、頭痛等の諸症状や呼吸抑制、

心拍増加、血管収縮等生理学的反応等に関する知見が示されるとともに、慢性影響とし

て、肺がんや循環器疾患等のリスクの上昇を示す疫学調査があり、ＩＡＲＣ（国際がん

研究機関）は、証拠の強さによる発がん性分類において、たばこをグループ１と分類し

ている。

また、受動喫煙により非喫煙妊婦であっても低出生体重児の出産の発生率が上昇する

という研究報告がある。

また、国際機関や米英をはじめとする諸外国における公的な総括報告においては、受

動喫煙の煙中には、ニコチンや一酸化炭素など様々な有害化学物質が含まれており、乳

幼児突然死症候群、子どもの呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患の原因とな

り、特に親の喫煙によって、子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸機能の発達に悪

影響が及ぶなど、様々な報告がなされている。

２ 法第２５条の規定の対象となる施設

法第２５条の規定においてその対象となる施設として、学校、体育館、病院、劇場、観覧場、

集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施設、飲食店が明示されているが、本条における「そ

の他の施設」は、鉄軌道駅、バスターミナル、航空旅客ターミナル、旅客船ターミナル、金融

機関、美術館、博物館、社会福祉施設、商店、ホテル、旅館等の宿泊施設、屋外競技場、遊技

場、娯楽施設等多数の者が利用する施設を含むものであり、本条の趣旨にかんがみ、鉄軌道車

両、バス、タクシー、航空機及び旅客船などについても「その他の施設」に含むものである。

参考資料



- 32 -

３ 今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性

今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間につ

いては、原則として全面禁煙であるべきである。一方で、全面禁煙が極めて困難な場合等にお

いては、当面、施設の態様や利用者のニーズに応じた適切な受動喫煙防止対策を進めることと

する。

また、特に、屋外であっても子どもの利用が想定される公共的な空間では、受動喫煙防止のた

めの配慮が必要である。

４ 受動喫煙防止措置の具体的方法

（１）施設･区域における受動喫煙防止対策

全面禁煙は、受動喫煙対策として極めて有効であると考えられているため、受動喫煙防

止対策の基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間については、原則とし

て全面禁煙であるべきである。全面禁煙を行っている場所では、その旨を表示し周知を図

るとともに、来客者等にも理解と協力を求める等の対応をとる必要がある。

また、少なくとも官公庁や医療施設においては、全面禁煙とすることが望ましい。

（２）全面禁煙が極めて困難である施設・区域における受動喫煙防止対策

全面禁煙が極めて困難である場合には、施設管理者に対して、当面の間、喫煙可能区域

を設定する等の受動喫煙防止対策を求めることとし、将来的には全面禁煙を目指すことを

求める。全面禁煙が極めて困難である場合においても、「分煙効果判定基準策定検討会報

告書」（平成１４年６月）等を参考に、喫煙場所から非喫煙場所にたばこの煙が流れ出な

いことはもちろんのこと、適切な受動喫煙防止措置を講ずるよう努める必要がある。喫煙

可能区域を設定した場合においては、禁煙区域と喫煙可能区域を明確に表示し、周知を図

り、理解と協力を求めるとともに、喫煙可能区域に未成年者や妊婦が立ち入ることがない

ように、措置を講ずる必要がある。例えば、当該区域が喫煙可能区域であり、たばこの煙

への曝露があり得ることを注意喚起するポスター等を掲示する等の措置が考えられる。

５ 職場における受動喫煙防止対策との連携と調和

（１）労働者のための受動喫煙防止措置は、「職場における喫煙対策のためのガイドライン」

（平成１５年５月９日付け基発第０５０９００１号厚生労働省労働基準局長通達）に即

した対策が講じられることが望ましい。

（２）都道府県労働局においても、職場における受動喫煙防止対策を推進していることから、

法第２５条に基づく施策の実施に当たっては、管内労働局との連携を図る。

（３）法第２５条の対象となる施設の管理者は多岐にわたるが、これらの管理者を集めて受動

喫煙の健康への悪影響や各地の好事例の紹介等を内容とした講習会を開催するなど、本

条の趣旨等の周知徹底を図る。この際、職場における受動喫煙対策推進のための教育に

ついては、「職場における喫煙対策推進のための教育の実施について」（平成１６年５月

１３日付け基発第０５１３００１号厚生労働省労働基準局長通達）により都道府県労働

局が推進していることに留意する。
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事 務 連 絡

平成２２年７月３０日

都道府県

各 保健所設置市 衛生主管部（局）長 殿

特別区長

厚生労働省健康局

総務課生活習慣病対策室長

受動喫煙防止対策について

受動喫煙防止対策については、健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」とい

う。）第２５条及び「受動喫煙防止対策について」（平成２２年２月２５日付け健発０２２

５第２号厚生労働省健康局長通知」以下「通知」という。）において、ご対応頂いていると

ころであるが、以下の点について、問い合わせが多いため、関係方面へのより一層の周知を

お願いしたい。

６ その他

（１）平成１５年度より、株式会社日本政策金融公庫（旧国民生活金融公庫）の生活衛生資金

貸付の対象として、受動喫煙防止施設が追加されていることから、飲食店、旅館等の生活

衛生関係営業者に対して、これを周知する。また、都道府県や市町村において、禁煙支援

の保健指導、分煙方法の情報提供等を実施している場合、事業者や個人の参加をより一

層促すよう努力する。

（２）受動喫煙防止対策を実効性をもって継続的に推進するためには、社会全体として受動喫

煙防止対策に取り組むという気運を醸成することが重要である。このためにも、本通知

を幅広く周知し、理解と協力を求めるとともに、健康日本21の枠組み等のもと、たばこの

健康への悪影響や、禁煙を促す方法等について、さまざまな機会をとらえて普及啓発を

行うなどの受動喫煙防止対策を進めていく必要がある。

（３）エビデンスに基づいた情報の発信及び普及啓発

ア 受動喫煙による健康影響に関する客観的な研究成果を活用し、受動喫煙の実態や健康

への悪影響、諸外国の取組状況等について情報提供を進める。

イ 受動喫煙防止対策の推進に当たり、ニコチン代替製剤や内服薬等の禁煙補助薬による

禁煙方法等の禁煙を促す情報等を提供する。

ウ たばこの健康への悪影響について普及啓発し、禁煙を促す方法等について、健康教育

の一環として、地域、職域、家庭等において、関係者の対話と連携のもとで一層推進

する。

特に健康被害を受けやすい乳幼児の家庭内受動喫煙防止のために、妊婦健診や両親

教室など様々な機会を捉えて、禁煙とその継続を図るよう啓発する。

「受動喫煙防止対策について」（平成 22年 7月 30日）

参考資料
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労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整

備に関する省令等の施行について（外国登録製造時等検査機関等、受動喫煙の

防止及び特別安全衛生改善計画関係）（平成 27 年 5 月 15 日基発 0515 第 1 号）

労働安全衛生法の一部を改正する法律に基づく職場の受動喫煙防止対策の実施

について（平成 27 年 5 月 15 日基安発 0515 第 1 号）

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（平成 28 年 9 月 2 日）

記

○施設の出入口付近にある喫煙場所の取り扱いについて

法第２５条では、「受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を

吸わされることをいう。）を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならな

い。」ことと規定している。

法第２５条の「受動喫煙」には、施設の出入口付近に喫煙場所を設けることで、屋外から

施設内に流れ込んだ他人のたばこの煙を吸わされることも含むため、喫煙場所を施設の出入

口から極力離すなど、必要な措置を講ずるよう努めなければならないところである。

なお、施設を訪れる人が、その出入口において、たばこの煙に曝露されることも指摘され

てい

るところであり、この点についても、御配慮頂きたい。
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「健康増進法の一部を改正する法律」の公布について（平成 30 年 7 月 25 日）

健 0725 第 1 号）
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「健康増進法の一部を改正する法律」の一部の規定の施行について（平成 31 年

1 月 22 日）健 0122 第 1 号）
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「健康増進法の一部を改正する法律」の施行について（平成 31 年 2 月 22 日）

健 0222 第 1 号）
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たばこ関連情報

厚生労働省 たばこと健康に関する情報ページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/tobacc

o/index.html

厚生労働省の最新たばこ情報

https://www.health-net.or.jp/tobacco/front.html

ｅ－ヘルスネット 〔情報提供〕

（厚生労働省 生活習慣病予防のための健康情報サイト）

https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/tobacco

参考資料
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